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（３）地球規模課題への対応と世界の発展への貢献 

気候変動、生物多様性の減少、食料・水資源問題、感染症など、世界人類が直面する

地球規模課題の解決に対して、我が国のポテンシャルを生かして国際連携・協力に積極

的に関与し、戦略性を持ちつつ、世界の発展へ貢献することが重要である。このため、

以下の二つの課題を重要政策課題として更に設定し、研究開発の重点化を行う。 

なお、これらの課題も含め、地球規模課題の解決に当たっては、経済協力開発機構（Ｏ

ＥＣＤ）、国際連合（ＵＮ）、地球観測に関する政府間会合（ＧＥＯ）等の国際機関等の

活用も視野に入れつつ世界規模で協力関係を構築し、アジェンダ設定、研究開発、社会

実装に向けた取組を戦略的に展開する。また、国際機関等との連携を通じて、2015 年に

策定されたＵＮの持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）をはじめとする国際的・地域的な目

標に関し、その進捗状況や目標達成に向けた計画などを、科学的な客観的根拠に基づき、

我が国が優位性を持つ技術と有機的に組み合わせて提示していく。さらに、このような

活動での活用も含め、関連する研究開発の実施を通じて得られた地球観測データ等につ

いては、適時的確に課題解決に資するよう取り扱うことに留意する。 

 

① 地球規模の気候変動への対応 

地球規模課題の一つである地球温暖化の主な要因は、人為的な温室効果ガスの排出増

加とされ、地球温暖化に伴う気候変動が今後更に経済・社会等に重大な影響を与えるお

それがある。 

このため、地球規模での温室効果ガスの大幅な削減を目指すとともに、我が国のみな

らず世界における気候変動の影響への適応に貢献する。 

具体的には、気候変動の監視のため、人工衛星、レーダ、センサ等による地球環境の

継続的観測や、スーパーコンピュータ等を活用した予測技術の高度化、気候変動メカニ

ズムの解明を進め、全球地球観測システムの構築に貢献するとともに、気候変動の緩和

のため、二酸化炭素回収貯留技術や温室効果ガスの排出量算定・検証技術等の研究開発

を推進し、さらには、長期的視野に立った温室効果ガスの抜本的な排出削減を実現する

ための戦略策定を進める。また、気候変動が顕著に表れる北極域は、北極海航路の利活

用等もあいまって国際的な関心が高まっており、北極域観測技術の開発を含めた観測・

研究や北極海航路の可能性予測等を行う。さらに、気候変動の影響への適応のため、気

候変動の影響に関する予測・評価技術と気候リスク対応の技術等の研究開発を推進する。

加えて、地球環境の情報をビッグデータとして捉え、気候変動に起因する経済・社会的

課題の解決のために地球環境情報プラットフォームを構築するとともに、フューチャ

ー・アース構想等、国内外のステークホルダーとの協働による研究を推進する。 

 

② 生物多様性への対応 

豊かな生物多様性と健全な生態系は、人間社会の存立基盤をもたらす自然資本として

重要である。近年、地球規模での生物多様性の減少や生態系サービスの劣化が生じてい

ることから、自然と共生する世界の実現は、国内だけでなく国際社会でも重要な目標と

なっており、生物多様性の損失の防止を図ることが求められている。また、自然に対す

る働きかけの縮小による影響が生じており、国土の価値の向上に資するために里地里山
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等の二次的自然の保全活用も課題となっている。 

このため、絶滅危惧種の保護に関する技術や、侵略的外来種の防除に関する技術、二

次的自然を含む生態系のモニタリングや維持・回復技術等の研究開発を推進し、生物多

様性の保全を進める。また、遺伝資源を含む生態系サービスと自然資本の経済・社会的

価値の評価技術及び持続可能な管理・利用技術、気候変動の影響への適応等の分野にお

ける生態系機能の活用技術の研究開発を推進する。 

 

（４）国家戦略上重要なフロンティアの開拓 

海洋や宇宙の適切な開発、利用及び管理を支える一連の科学技術は、産業競争力の強

化や上記（１）から（３）の経済・社会的課題への対応に加えて、我が国の存立基盤を

確固たるものとするものである。また同時に、我が国が国際社会において高い評価と尊

敬を得ることができ、国民に科学への啓発をもたらす等の更なる大きな価値を生みだす

国家戦略上重要な科学技術として位置付けられるため、長期的視野に立って継続して強

化していく必要がある。 

海洋に関しては、我が国は世界第６位の排他的経済水域を有しており、「海洋立国」と

して、その立場にふさわしい科学技術イノベーションの成果を上げるため、着実に取り

組んでいくことが求められる。海洋に関する科学技術としては、氷海域、深海部、海底

下を含む海洋の調査・観測技術、海洋資源（生物資源を含む。）、輸送、観光、環境保全

等の海洋の持続可能な開発・利用等に資する技術、海洋の安全の確保に資する技術、こ

れらを支える科学的知見・基盤的技術などが挙げられる。 

宇宙に関しては、人類共通の知的資産に貢献し活動領域を広げ得るものであるととも

に、近年世界的に安全保障、民生利用面での重要性が高まっていることから、我が国と

してもその基盤としての科学技術を、宇宙の開発・利用と一体的に振興していく必要が

ある。宇宙に関する技術としては、衛星測位、衛星リモートセンシング、衛星通信・衛

星放送、宇宙輸送システム、宇宙科学・探査、有人宇宙活動、宇宙状況把握等の技術な

どが挙げられる。 

総合科学技術・イノベーション会議は、総合海洋政策本部や宇宙開発戦略本部と連携

し、海洋基本計画や宇宙基本計画と整合を図りつつ、海洋や宇宙に関する技術開発課題

等の解決に向けた取組を推進する。 

  




